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〔資料〕イタリアの最近の
会社法，証券取引法の改正
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はじめに
近時世界各国で会社法の改正が行なわれているが（大改正としてドイツ， 1965年株式法；オース
トリア， 1965年株式法；フランス， 1966年7月24日法律第66-537号， 1967年3月23日デクレ第67
-236号；ベルヘ 1966年会社法；アルゼンチン， 1972年デクレト・レイ，第19・550号；デγマー
ク， 1973年6月13日法律第370号及び第371号；ブラジル， 1976年12月の『株式組織の会社に関する
法律』等〉，イタリアもその例外ではない。
イタリア会社法は2つの方向から改正が行なわれている。その 1つはイタリアがヨーロッパ共同
体の構成国であるということに基づき， ヨーロッパ共同体閣僚理事会が発する指令を実現するため
になされた会社法改正で、ある。それは〔1〕で翻訳した1969年12月29日共和国大統領命令第1127号
によって行なわれた。 ところで第1指令第3条第4項は 『第2項で、表示された文書及び、報告は，
構成国でよって決定されるべき官報 (Amtsblatt, le bulletin national, an official bulletin) 
で完全若しくは要約の描出の形式で．又は記録書（Akte,dossier, the file）に書類を寄託した旨
若しくは登記簿にその登記をした旨の指示の形式で公告されなければならない。』 と規定している
が 上記大統領命令は，文書の完全な公告としづ方法を選択し， それを『株式会社及び有限会社の
政府公報紙（Bollettinoufficiale delle societa per azioni e a responsabilita limitata〔略して
B.U.S.Aと呼ばれる〕〉』 によって実現することにした。 そのため政府はこの政府公報紙の出版
財源を確保する必要に迫られた。印刷費が高騰していたので、公告のための確定税（idiritti fissi) 
を高めることによりこの必要を満たそうとしたが〔2〕で翻訳した 1971年7月19日法律第555号で
ある。他方上記政府公報紙で全ての文書を公告することになると，そのための業務だけで、も大変な
ことになるとともに，私法典第2457条ノ3は，政府公報紙における公告を規定された文書は公告のあ
とでのみ第3者に対して対抗できると規定するに至っていたから，公告の遅滞も許されないことに
なるO そこで政府公報紙を州分冊（fascicoliregionali）と国家公報紙CunBollettiono nazionale) 
に分けて， 公告の迅速化を図ったのが〔3〕で翻訳した1973年4月12日法律第256号である。同法
は，公報紙の公告と重複する法律報告新聞（Fogliodegli annuci legali) による公告を廃止する
とともに（8条〉，国家公報紙の記載事項を定め（4条〉，私法典第2457号ノ3で規定する政府公報
紙の公告の日とは国家公報書の公告の日付である旨を規定する (6条〉とともに，州分冊の公告の
様式は省令に委ねた。この委託を実現したのが〔4〕で翻訳した1973年6月20日の大臣命令（省令
と訳しでもよいが， ここでは大臣命令と訳しておいた〉である。
もう一つの改正作業はイタリア国内の要因に基づく。既に1954年代から株式会社及び有限会社法
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の改正の必要が呼ばれていた。改正運動の初期から資本の最小限の規定をイタリアの実情に合わせ
て大幅に高めることを目的とした法案が多数提出されているが， これらの要求を立法化したのが
〔9〕 で翻訳した1977年12月16日法律第904号である。 委員会による改正作業としては Santoro-
Passarelli委員会 (1959年－1961年〉の報告書， Gregorio委員会の草案 (1964年） , Marchetti委
員会の株式会社法改正法案 (1973年〉などがあるが，イタリアではドイツ， フランス等と異なり会
社法の全面改正は問題とされなかった。 Gregorio委員会の草案で、は有限会社法も改正の対象と考え
られていたが， 時代が新しくなるにつれてもっぱら株式会社法及び証券取引法に改正作業の焦点は
移っていた。その結果制定されるに至ったのが有価証券市場及び株券の国庫の取扱に関する規定を
なす1974年4月8日の緊急政令（decreto・legge）第95号（Rivistadelle societa, 197 4, p. 343 
e ss.）である O 緊急政令は，形式的には大統領命令であるが，政府が憲法第77条に基づき，国会の
委任によらないで，その直接の発案によって制定するものであって， 法律の効力を持つ（そのため
以前に私は同政令を法律命令と訳していたが以後緊急政令と改める〉。緊急政令は， これを法律に
転換するために，制定の日に国会に上程することを要し（憲法77条2項〉，官報に公示してから60
日以内に国会で法律 (legge）として成立しなかったときは， さかのぼってその効力を失う（同条
3項〉ことになっているO そこで前記の緊急政令は国会に上程され， 若干の修正がほどこされて法
律に転換された。これが1974年6月7日法律第216号（本研究年報皿203頁以下にその試訳がある〉
である。同法により会社法は次の点で改正が行なわれた。即ち，①株式相互持合等の新設，②被支
配会社及び関係会社の規制の改正， ③第3回招集における特別総会の新設，④総会における代理の
規制の改正，⑤株式転換社債（obbligazioniconvertibli in azioni）の制度の新設，⑥損益計算書
の内容の規制の新設， ⑦取締役報告書（relazionedegli amministratori）の新設， ③新株引受権
の改正，③貯蓄株式（azionidi risparmio）の新設等。他方向法は，株式が取引所に上場されてい
る会社の会計監査を監査会社 Cunasocieta di revisione）に委ねるべき旨の命令を公布すべきこ
とを共和国政府に委託した（2条 a号〉。この委託を実行したのが〔5〕で翻訳した1975年3月31
日共和国大統領命令第 136号である。同命令により株式が証券取引所に上場されている会社では，
監査役会の監査の他に監査会社の監査が並存することになった。監査役会の監査は業務監査と会計
監査であるから（私法典2403条〉，かくして我国の大会社にあたる規制を採用したことになるO そ
れ故，我々はイタリア会社法の研究の必要性を痛感するしだいであるO また同法2条b号は金融会
社等の損益計算書及び、取締役報告書につき a号と同様命令をもって規則を設けることを委託してい
たが， この委託を実行したのが〔6〕で翻訳した1975年3月31日共和国大統領命令第 137号であ
る。
他方1974年6月7日法律第216号は， 証券取引法の重大な改正も行なっている。従来イタリアの
証券取引所を管理，運営する機関として，大蔵省，商業会議所，証券取引所理事会 (Deputazione 
della Borsa V alori）及び証券取引員役員会（ComitatoDirettivo degli Agenti di Cambia）の
4者があるが，同法は会社取引所国家委員会 (la Commissione N azionale per le Societa e-la 
Borsa，略してCONSOBと呼ばれる〉を新たに設け，同委員会に取引所に株式が上場されている株
式会社の活動に対する監督業務を集中させることしたO かくして従来の機関と会社取引所国家委員
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会との権限等の調整が問題となるが 同法はこれも命令に委託した。この委託を実現したのが（7〕
で翻訳した1975年3月31日共和国大統領命令第 138号であるO なお同法は，所謂内部者取引に対す
る規制 (17条〉と公開買付の制度 (18条〉も新設した。 この邦訳のささやかな試みが我国のイタリ
ア会社法・証券取引法に関心を寄せる人々に何らかの参考となり， 更に我国の会社法，証券取引法
の研究の裾野を広げてゆく 1つの契機ともなれば，望外の喜びであるO 研究の未熟のため訳語の不
適当なものがあるのではないかと恐れる。大方の御叱正と御教示を賜われば幸である。
〔1〕1969年12月29日共和国大統領命令第1127号ーヨーロッパ共同体閣僚理事会1968年3月9目
指令第151号の実行のための株式会社，株式合資会社及び有限会社に関する私法典の規定の修正。
第 1条私法典第2250条は次の様に改正される。
『第2250条一文書及び書簡における表示
企業登記簿への登記義務に服する会社の文書及び書簡には，会社の所在地， 会社が登記されてい
る企業登記所及び登記番号が表示されなければならない。
株式会社，株式合資会社及び有限会社の資本は，文書及び書簡において， 実際に払込まれた額及
び最後の貸借対照表から存在することが明らかとなる額に従って表示されなければならなし、。
第1項に規定された会社の解散後には， 明示的に文書及び書簡において，会社は清算中であるこ
とが表示されなければならなし、。』
第2条私法典第2330条のあとに次のものが加えられる。
『第2330条ノ 2ー 設立証書の公告
設立証書及び定款は、株式会社及び有限会社の政府公報紙（Bollettinoufficiale delle societa 
per azioni e a responsabilita limitata）で公告されなければならなし、。』
第3条私法典第2332条は次の様に改正される。
『第2332条一会社の無効
企業登記簿への登記が生ずると，会社の無効は次の場合にのみ宣言されうる。
1）設立証書の欠如
2）公正証書の形式での設立証書の契約の欠如
3）予防的監督に関する第2330条所定の規定の不遵守
4）会社目的の違法又は公序違反
5）会社の名称，出資， 引受済資本額又は会社の目的に関するあらゆる表示の設立証書又は定款
における欠如
6）第2329条第2号所定の規定の不遵守
7）設立者たる社員全員の無能力
8）発起人の複数性の欠如
無効宣言は，企業登記簿への登記のあとで会社の名で遂行された行為の効力を害さない。
社員は，会社債権者が弁済されない限り出資義務から免除されない。
無効を宣言する判決は清算人を任命する。
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無効原因が企業登記簿に登記された設立証書の変更により除去されたときには， 無効は宣言され
ることができない。
第4条私法典第2383条は次の様に改正される。
『第2383条一取締役の選任及び解任
取締役の選任は総会により行なわれるが， 設立証書により選任される最初の取締役については例
外とする。また第2458条及び第2459条の規定による場合はこの限りでなし、。
取締役の選任は， 3年を超える期間についてなされることはできない。
取締役は，設立証書に別段の定がある場合を除き再任されることができ， また設立証書によって
選任されたときであってもいつでも総会によって解任されることができるO 但し解任が正当な事由
なく行なわれるときには，取締役の損害賠償の権利は妨げられない。
選任の通知から15日以内に取締役は， 各取締役につき氏名，出生地及び出生日付，住所及び国籍
を表示して企業登記簿に対する登記の請求をしなければならなし、。同期間内に会社の代表権を有す
る取締役は，自署を企業登記所に寄託しなければならない。
前項で規定された登記が行なわると株式会社及び有限会社の政府公報紙に掲載されなければなら
ない。
前2項で規定された公告は，会社の代表権が与えられている取締役が， 単独で行動する権限を有
しているか否か，又は共同して行動しなければならないか否かを表示しなければならない。
会社の代表権を有する取締役の選任の無効又は取消しの原因は， 第4項及び第5項所定の公告の
実施の後では第3者に対抗することができなし、。但し第3者がそれを知っていたことを会社が証明
する場合はその限りでない。
第5条私法典第2384条は次の様に改正される。
『第2384条一代表権の権能
会社の代表権を有する取締役は， 会社の目的の範囲内に入るあらゆる行為を行なうことができ
る。但し法律又は設立証書から生ずる制限がある場合はその限りでない。
設立証書又は定款から生ずる代表権の権能の制限は， たとえ公告されていても第3者に対抗する
ことができなし、。但し第3者が会社の損害で故意に行為したことが証明される場合はその限りでな
し、。』
第6条一私法典第2384条のあとに次のものは加えられる。
『第2384条ノ 2一会社の目的の限界を超える行為
会社の名前で取締役によって行なわれた行為が会社の目的と無関係であるということは， 善意、の
第3者に対抗することができなし、。 J
第7条一私法典第2385条最後の項は次の様に改正される。
『取締役の退職はどのような理由によるものであっても監査役会の配慮により 15日以内に企業登
記簿に登記され，株式会社及び有限会社の政府公報紙で公告されなければならない。』
第8条私法典第2400条最後の項は次の様に改正される。
『監査役の選任及び退職は， （選任の場合は〉各監査役につき氏名，出生地並びに出生日付及び
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住所の表示と共に，取締役の配慮により， 15日以内に企業登記簿に登記され， 株式会社及び有限会
社の政府公報紙で公告されなければならない。』
第9条私法典第2435条は次の様に改正される。
第2435条一貸借対照表の公告
『〈総会の〉承認から30日以内に貸借対照表の謄本は， 取締役及び監査役会の報告書並びに総会
の承認の議事録を添付された損益計算書と共に， 取締役の配慮で企業登記所に寄託されなければな
らない。
貸借対照表及び損益計算書は同様に株式会社及び有限会社の政府公報紙で公告されなければなら
ない。
第10条私法典第2436条は次の様に改正される。
『第2436条一変更の寄託，登記及び公告
設立証書の変更を意味する決議は，第2411条第1項，第2項及び第3項の規範に従い寄託， 登記
され且つ株式会社及び有限会社の政府公報紙で公告されなければならない。
設立証書又は定款のあらゆる変更のあとで新しく作成された変更証書の全文は， 企業登記簿に寄
託され，株式会社及び有限会社の政府公報紙で公告されなければならなし、。』
第11条私法典第2449条に次の項が加えられる。
『第2448条5号によって規定されている場合には， 会社の解散を決定する総会の決議は，第2411
条第1項，第2項及び第3項の規範に従い企業登記簿に寄託，登記され， 且つ株式会社及び有限会
社の政府公報紙で公告されなければならない。
第2448条第1号，第2号，第4号及び第6号によって規定されている場合には， 解散事由の発生
したことを確認する取締役会の決議は， 企業登記簿に寄託，登記され，且つ株式会社及び有限会社
の政府公報紙で公告されなければならない。
第2448条第3号によって規定されている場合には，社員，取締役又は監査役の請求に基づき， 総
会の運営の不能文は継続的休止を確認する裁判所長の命令は，前項の規節に従い登記され， 公告さ
れなければならない。
第2448条第2項によって規定されている場合には， 行政庁の措置及び破産宣告判決は，取締役の
配慮で，措置の通知又は判決の公告から15日以内に， 企業登記所に登記のため認証された謄本で、寄
託され，株式会社及び有限会社の政府公報紙で公告されなければならなし、。』
第12条 私法典第2450条のあとに次のものは加えられる。
『第2450条ノ 2一清算人の選任の公告
清算人を選任する総会決議， 判決並びに裁判所長の命令及び清算人の変更を意味するあらゆるそ
の後の文書は， 選任の通知から15日以内に，企業登記所に登記のために同じ清算人の配慮で認証さ
れた謄本で、寄託されなければならない。
清算人は同様に同じ登記所にその自暑を寄託しなければならない。
清算人は更に企業登記簿への登記から15日以内に， 第1項所定の総会決議，判決又は命令の株式
会社及び有限会社の政府公報紙における公告を請求しなければならなし、。』
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第13条私法典第2452条は次の様に改正される。
『第2452条一清算人の権限，義務及び責任
第2450条ノ 2所定の義務に加えて，清算人は第2276条， 第2277条，第2279条，第2280条第1項及
び第2310条の規定に服する。
清算人の権限は第2278条第1項によって規律される。但し特別総会のために定められた多数決を
もって総会が別段の定めをなした場合はその限りでない。
処分可能な基金が会社債務の弁済のために不十分であることが明白になるときには， 清算人は社
員に対して比例的に各株式の今まだ負担されている払込を請求することができる。
清算人の選任の公告に関する第2450条ノ 2第1項及び第3項の規定は， 第2項で定められた特別
総会の決議にも適用される。』
第14条私法典第2456条第1項は次の様に改正される。
『第2456条一会社の抹消
清算の最終貸借対照表が承認されたときには， 清算人は企業登記簿からの会社の抹消及び株式会
社及び有限会社の政府公報紙における抹消措置の公告を請求しなければならなし、。』
第15条私法典第2457条のあとに次のものは加えられる。
『第11款ノ 2
第2457条ノ 2－株式会社及び有限会社の政府公報紙における公告
取締役及び，会社が清算中である場合には， 清算人は，前述の公告が本法典によって規定されて
いる諸文書及び事実の株式会社及び有限会社の政府公報紙における公告を企業登記簿に文書を登記
又は寄託してから 1カ月の期間内に請求する義務がある。但し別段の期間が規定されているときは
その限りでない。
第2457条ノ 3－株式会社及び有限会社の政府公報紙における公告の効果
登記登記簿における登記又は寄託のほか， 法典が株式会社及び有限会社の政府公報紙における公
告を規定する諸文書は，第3者がそれを知っているということを会社が証明しなければ， そのよう
な公告のあとでのみ第3者に対して対抗することができる。
前項所定の公告から15日以内に行なわれた取引については， 行為はそれを知ることが不可能であ
ったということを証明する第3者に対して対抗することができない。
企業登記簿に寄託又は登記された証書の内容と株式会社及び有限会社の政府公報紙において公告
された本文の不一致の場合には，この最後のものは第3者に対抗できなし、。人々はそれにもかかわ
らずそれを利用することができる。但し第3者は企業登記簿に登記又は寄託された本文を知ってい
たということを会社が証明する場合はその限りでなし、。』
第16条私法典第2475条は次の様に改正される。
『第2475条一設立
会社は公正証書によって設立されなければならなし、。設立証書は次に掲げる事項を表示しなけれ
ばならない。
1)各社員の氏名，出生日付及び出生地，住所，国籍
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2）会社の名称，所在地及び時により支店の所在地
3）会社の目的
4）引受済及び払込済の資本額
5）各社員の出資額及び出資された財物並びに債権の価額
6）それによって利益が分配されるべき規範
7）それらの者の間で誰が会社の代表権を有するかを表示して， 取締役の人数，氏名，出生日付
と出生地及びその権限
8）第2488条によって規定された場合における監査役会の構成員の人数，氏名，出生日付及出生
地
9）会社の存続期間
第2328条最後の項，第2329条，第2330条，第2330条ノ 2，第2331条第1項及び第2項， 第2332条
及び第2341条の規定は有限会社に適用される。』
第17条私法典第2487条は次の様に改正される。
『第2487条－管理
設立証書は別段の規定のある場合のほか， 会社の管理は1人又は数人の社員に付託されなければ
ならない。
会社の管理には第2381条，第2382条，第2383条第1項，第3項，第4項，第5項，第6項，第7
項，第2384条，第2384条ノ 2，第2385条，第2386条，第2388条，第2389条，第2390条，第2391条，
第2392条，第2393条，第2394条，第2395条，第2396条及び第2434条が適用される。』
第四条 私法典第2497条のあとに次のものは加えられる。
『第2497条ノ 2－株式会社及び有限会社の政府公報紙における公告
有限会社に第2457条ノ 2及び3の規定は適用される。』
第四条私法典第2626条は次の様に修正される。
『第2626条一通告，通知，寄託の僻怠及び時期に遅れた若しくは不完全な履行
取締役，監査役又は清算人は， 定められた期間内に，企業登記所に法律の定るめるところによる
通告，通知若しくは寄託をなさず，不完全な方法で行ない若しくは行なわしめ， 又は上述の公告が
法典によって規定されている場合に， 株式会社及び有限会社の政府公報紙での公告を要求すること
を怠るときには， 20,000リラ乃至40,000リラの科料に処せられる。
同様の刑罰は， 通告，通知，寄託又は公告の義務が法律によってその任務とされている場合にお
いて公証人に適用される。』
第20条 1942年3月10日勅令第318号によって承認された私法典実施暫定規定第101条のあとに次
のものは加えられる。
『企業登記簿への登記又は寄託が規定されているあらゆる証書の完全な又は部分的な謄本は， そ
のような謄本の費用が管理費用を超えることができることなしに， 手紙によってでも，それを要求
する人に交付されなければならない。 J
第21条 私法典第2436条第2項の規定は， 本命令の施行日のあとの設立証書又は定款の変更に適
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用される。 このような変更がないときには，上述の規定は1970年12月31日まで遵守されなければな
らない。
〔コメント〕原文は Lexlegislazione italiana I Raccol ta cronologica an no L VI -1970, gennaio 
-giugno, p.321 e ss.によった。棒線は新設規定か又は改正された規定を示すO 本命令はEC閣僚
理事会が発した第1指令（directive（英・仏） , Richtlinie （独） , direttiva （伊〉〉を実施するた
め制定されたものである。既に向指令はドイツ（Gesetzzur Durchfiihrung der Ersten Richtlinie 
des Rates der Europanischen Gemeinschaften zur Koordinierung des Gesellschaftsrecht) , 
フランス (1’ordonnancen° 69・1176du 20 decembre 1969 et le dるcretn° 69-1177 du 24 dるcembre
1969），イギリス（EuropeanCommunities Act 1972, section 9）などで実施されている。向指
令は4部に分れており， 第1部は， 会社の一定事項に関して最少限度の公示要件を規定する条項
(2条一6条〉，第2部は，会社によって締結された契約の効力に関する条項（7条－9条〉， 第
3部は，会社の設立に寝庇ある場合に無効を宣言する範囲を制限する条項（10条－12条〉， そして
第4部の一般条項 (13条－14条〉から成る。
本命令第1条により改正された私法典第2250条第1項の『登記番号』は， 上記指令第4条の具体
化である。第2250条第2項及び第3項は指令第4条と同趣旨の規定であるが， 指令以前から規定さ
れていた。命令第2条は指令第2条第1項a号と第3条第4項の具体化である。第3条によって改
正された私法典第2332条第1項は，指令第11条第2項の，第2332条第2項は， 指令第12条第3項の
具体化である。第4条により改正された私法典第2383条第4項は，指令で要求されていないが， 改
正された。第2383条第5項は， 指令第2条第1項d号， 第3条第2項， 同条第4項の具体化であ
る。第2383条第6項は，指令第2条第1項d号の，同条第7項は，指令第8条の具体化である。私
法典第2384条は，改正前『会社の代表権を有する取締役には第2298条の規定が適用される』とのみ
規定されていたから， 本命令第5条により改正された私法典第2384条第1項は，第2298条の規定を
明文に置き換えたに過ぎず， 第2384条第2項のみが，指令第9条第2項の具体化である。第6条
は，指令第9条第1項の具体化であり， 第7条及び第8条は，指令第2条第1項d号及び第3条第
4項の具体化である（但し監査役の出生地，出生日付及び住所の表示は指令で要求されていてはい
なしつ。第9条により改正された私法典第2435条第1項は， 指令第2条第1項f号及び第3条第2
項の，第2項は第3条第4項の具体化である。第10条は，指令第2条第1項b号及びd号並びに第
3条第2項及び4項の具体化であるO 第11条は，指令第2条第1項h号，第3条第2項及び第4項
の具体化であるO 第12条により付加された私法典第2450条ノ 2項第1項と第3項は，それぞれ指令
第2条第1項 j号及び第3条第2項と第3条第4項の具体化であるが， 第2項は，私法典第2383条
第4項同様指令には別段要求されていない事項の改正である。第13条による私法典第2452条第1項
の改正は， 第2452条ノ 2新設の当然の結果であり，第4項の新設は，指令第2条第1項 j号等に基
づくものである。第14条は，指令第2条第1項k号，第3条第4項の具体化である。第15条により
付加された私法典第2457条ノ 2は， 指令第5条の，第2457条ノ 3第1項及び第2項は，指令第3条
第5項の，第3項は，指令第3条第6項の具体化である。第16条により改正された第2475条第 1
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号，第7号及び第8号に規定されている『出生日付及出生地』は指令にはない改正である。第16条
乃至第18条は有限会社に関するが，指令は有限会社にも及ぶから (1条〉当然の改正である。第四
条によって改正された私法典第2626条の様な要求を指令は行なっていない（6条参照〉。第20条は
指令第3条第3項を具体化したものである。
〔2〕1971年7月19日法律第555号一株式会社及び有限会社の政府公報紙における文書の公告の
ための1947年7月22日国家臨時首席命令（decretolegislativo del Capo provvisorio delle stato) 
によって定められた確定税 (idiritti fissi）の修正
第1条
1947年7月22日国家臨時首席立法命令第985号第1条は次の様に改正される。
『株式会社及び有限会社の政府公報紙における文書の公告のために各会社が支払う義務がある確
定税は本命令に添付される別表で定められる。
この確定税は1959年2月13日共和国大統領命令第449条により承認された私的保険業法総括法
(testo unico delle leggi sul' esercizio delle assicurazioni private）の規則に服する保険企業に
よっても支払われなければならなし、。 しかし毎営業年度の貸借対照表の公告のための確定税額は添
付された別表d号に表示された額である。
文書の公告のために，上記の税の支払いは登記所の領収証（quietanza dell’ufficio del registro) 
又は登記所に登録された郵便当座勘定による支払受領証（ricevutadi versamento sul conto cor-
rente postale intestato al' ufficio del registro）であって，支払いが行なわれた理由の特定の宣
言を含まなければねならない領収証又は受領証によって証明されなければならない。
1921年11月19日緊急勅令 Cr.d. I.）第1728号第1条末尾から2番目の項は，廃止される。同条末
尾から3番目の項所定の規定については何も変更されなし、。』
第2条
株式会社及び有限会社の政府公報紙における文書の公表を証明する証明書（certificati）の交付
は各文書につき2,000リラの税 Cunatassa）に服する。
その支払いは確定税の支払いのために前の第1条で、定められているのと同ーの様式で実行される。
第3条
本法律は官報（GazzettaUfficale）における公告の日から90日が経過したら実施される。
株式会社及び有限会社の政府公報紙における文書の公告のための確定税表
a）設立証書及び定款
資本1,000万リラまで 10,000リラ
資本1,000万リラ超1億リラまで 15,000リラ
資本1億リラ超5億リラまで 20,000リラ
資本5億リラ超 25,000リラ
b）貸借対照表を除くその他のすべての文書
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資本1,000万リラまで 4,000リラ
資本1,000万リラ超1億リラまで 7,000リラ
資本1億リラ超5億リラまで 10,000リラ
資本5億リラ超 14,000リラ
c）貸借対照表
資本1,000万リラまで 3,000リラ
資本1,000万リラ超1億リラまで 5,000リラ
資本1億リラ超5億リラまで 7,000リラ
資本5億リラ超 10,000リラ
d）会社形態及び会社資本額が何んであれ保険業の貸借対照表 12,000リラ
〔コメント〕原文は Rivistadelle societa 1971, p, 1184 e sgg.によった。本法は印刷費の高騰
に対応して税率を高めるとともに， 文書の種類及び資本額により税額に相異を認めた。第1条第4
項の領収証及び受領証は， 確定税の支払の証明のために必要であり (1973年4月12日法律第256号
第7条第2項〉， 株式会社及び有限会社の政府公報紙で公告されるべき文書に添付されなければな
らない（1973年6月20日大臣命令第4条〉。第2条は利害関係者に対するサービス（servizio）の
観点から設けらたれた規定で、ある。本法は1971年11月7日から施行されている。産業・商業・中小
企業省1971年9月11日回状（Circolare）第2171c号附則によれば，郵便当座勘定の登録されている
登記所は， アンコーナ，パァリイ，ボローニァ，フィレンツエ，ジェノパ，サァムピエルダレナ，
メッシナ， ミラノ，ナポリ， バレルモ， ロー マ， トリノ， トリエステ，ベエネチァ，ヴェローナに
その所在地があるO
〔3〕1973年4月12日法律第256号一株式会社及び有限会社の政府公報紙
第 1条
株式会社及び有限会社の政府公報紙は， 複数の州分冊（fascicoliregionali）及び 1冊の国家公
報紙（unBollettiono nazionale）から成る。
州分冊では，その公告が私法典で規定されている文書及び事実の完全な公告が，各州（regione)
に所在地を有する会社により実行される。
国家公報紙は， 州分冊で行なわれた公告の記載並びに取引所に上場された会社の文書及び、事実の
完全な公告を行なう。
第2条
国家公報紙は，産業・商業・中小企業省（Ministerodell' industria, del commercio e dell' 
artigianato）の配慮により公告される。
州分冊は，省の監視の下に州の首府の商業・産業・中小企業・農業会議所 (lacamera di com-
mercio, industria, artigianato e agricoltura）の配慮により公告される。
産業・商業・中小企業省は， その総額が大蔵大臣と協力して産業・商業・中小企業大臣の命令
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(decreto del Ministro）によって毎年決定される上記会議所のための寄付金（contributi）の許
可によって， 政府公報紙の州分間の公告のために州の首府の商業・産業・中小企業会議所によって
引受けられた支出に対して寄付を行なう。
第3条
州分冊及び国家公報紙はそれぞれ3つの関係部分に分けられる。
1）会社の設立証書及び定款並びにその変更
2）貸借対照表
3）その他の文書及び通知
上述の各部分で株式会社に関する文書及び通知と有限会社に関する文書及び通知に分類される。
第4条
国家公報紙の記載は， 会社の名称，所在地，企業登記所の登記番号；公告の対象を形成する文書
又は通知の類型；企業登記簿への寄託の日；升｜分冊における公告の個別化の要素の表示によって行
なわれる。
第5条
国家公報紙は， 毎月の第1及び第3土曜日に，土曜日が公式に認められている祭日である場合に
は，前日に公告され， 且つ公報紙の日付の月より 1ヵ月前まで、に公告された州分冊に含まれた文書
及び事実の記載を含まなければならない。
産業・商業・中小企業大臣命令によって， 1カ月を超えることも， 1週間をくだることもできな
い，公告の定期性が州分冊のために決定される。
類似の命令により州分冊の公告のための様式， 省、に対するその送付のための様式及び同分冊の一
定のひな型が定められる。
第6条
私法典第2457条ノ 3のために，文書又は事実の記載が公告される国家公報紙の日付が公告の日付
と考えられる。
第7条
私法典第2457条ノ 3及び次の第9条の意味において， 株式会社及び有限会社の政府公報紙の公告
を請求する義務ある者は， その目的のために州の首府の商業・産業・中小企業・農業会議所に対し
て，会社が登記簿に登記されている番号の表示を含む企業登記所に寄託された文書又は通知の謄本
を提出する。その謄本は， 1942年3月30日勅令（regiodecreto）第318号により承認され， 1969年
12月29日共和国大統領命令第1127号第20条により修正された私法典実施規定（disposizioni per l’ 
attuazione del codice civile) 第101条ノ 2の意味において， 寄託証書 Cattodel deposito）で企
業登記所により交付されなければならない。
請求者は，領収証又は郵便当座勘定による支払の受領証の提出により規定された確定税の支払を
行なったことを証明しなければならない。
第8条
1942年3月30日勅令第318号により承認された私法典実施規定第100条は， 次の様に改正される。
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『企業登記簿の実施まで， 未成年者又は禁治産のための商的企業の経営の継続許可書，親権を解
除された未成年者又は準禁治産者による商的企業の経営の許可書， 同許可の取消し措置，支配人委
託証 (leprocure institore) , 商的代理人（procuratori）の選任並びに法典が企業登記簿への登
記を定めている会社に関する文書及び事実は， 旧法に定められた方式に従って裁判所の公文書保存
所記録簿への登記に服する。
しかし登記すべき文書の内容，登記期間及び登記の効果は法典によって決定される。
企業登記簿の実施まで，商的活動を行使する個人企業及び公法人は登記に服さなし、。但し本命令
第1項で規定されている場合を除く。
更に法典第2556条第2項及び第2559条に含まれた規定は適用されなし、。』
第9条
協同組合 (lesocieta cooperative）に関する文書の公告は，労働・社会保障省（Ministerodel 
lavoro e della previdenza sociale）の配慮で協同組合の適当な政府公報紙により行なわれる。
協同組合の政府公報紙における公告の様式は， 1931年6月4日法律第998号に転換した1930年12
月11日緊急勅令（regiodecreto・legge）第1882号及び1936年4月2日法律第575号に転換した1935
年12月2日緊急勅令第2134号を配慮して， 労働・社会保障大臣の命令により，本法の公告から6カ
月以内に決定される。
第10条
本法の施行以前に存在し且つ同じ日に株式会社及び有限会社の政府公報紙において公告されなか
った文書及び、事実については， 同公報紙における公告は， 1969年12月29日共和国大統領命令第1127
号以前に有効であった規定に従って行なわれる。
第11条
第2条第3項所定の寄付金の許可から生ずる負担に対しては， 1973年の会計年度については，
1971年7月19日法律第555号で規定されたより大きな歳入及び同年度のための大蔵省の見積書第
3523章に記入された基金の2億リラの削減によって対処される。
大蔵大臣は，命令によって予算の必要な変更を行なう権限を与えられる。
〔コメ γ ト〕原文は， Rivistadelle societa, 1973, Anno XV I-Fasc. 3. p. 575 e s.による。
本法は1971年10月21日の会期に産業・商業・中小企業大臣により衆議院に提出された法案第3718号
(Rivista delle societa, 1971. p. 1188 e s. ）に若干の修正がほどこされて成立したものである
（衆議院による修正か，元老院による修正か不明〉。
実行すべき労働量に対して不充分に中央集権化されている制度に責を帰すことができるここ数年
の公報紙の公告の遅滞現象は，新たに（exnovo）公告義務を課した上述の大統領命令〔1〕によ
り悪化された。悪化は，公告が課される場合の数の増大に基づく遅滞の増加の見地からのみなら
ず，主として遅滞の有害な効果の見地からも引き起こされた。以前には公報紙における公告は，法
的効果のない単純な広告一通知であったのに対して， 〔1〕により導入された私法典第2457条ノ 3
は，公舎を第3者に対する対抗要件としたからである O それ故この遅滞を除去すべく本法は株式会
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社及び有限会社の政府公報紙における公告の制度を根本的に（radicalmen te）に修正した。上記公
報紙は，州、｜の首府の商業会議所の配慮により（2条2項）公告される州分冊と産業・商業省の配慮
で（同 1項〉公告される国家公報紙から構成されることにし (1条1項〉， 州分冊では各州に所在
地を有する会社に関する文書及び事実が完全に公告され（同2項〉， 国家公報紙では州分冊で公告
が行なわれた旨の記載が行なわれることになった（同 3項〉。州分冊は取引所に上場された会社の
文書及び事実の公告を行なわず，その完全な公告は国家公告紙で行なわれる（同〉。従って利害関
係人は， 公文書保存所に保管された登記簿中の会社の登記番号の表示とそれから公告すべき文書及
び通知が同保存所に寄託され且つ登記簿に登記されているということを証明する保存所の注解が記
載されている同文書及び通知の謄本を商業会議所に提出するとともに， 法律〔2〕所定の領収証又
は受領証を提出し， 州分冊における公告を要求しなければならない（7条，大臣命令〔4〕1条1
項， 4条〉。 これに対して取引所に上場された株式を有する会社は，産業・商業省に対して文書を
送付しなければならないの.circolare 20 aprile 1973 n. 2363/ c (prot. 305930) del Ministero, 
in Rivista delle societa, 1973, p. 580 ; circolare Assonime 19 lugio 1973, n. 119, in Rivista 
delle societa, 1973, p. 583）。
なお私法典第2457条ノ 3の効果のための公告の日とは， 文書の完全な公告が行なわれる州分冊の
日付ではなく， 州分冊において行なわれた公告の記載が公告される国家公告紙の日付であるとされ
ている（6条〉。また本法は法律報告新聞（Fogliodegli annuci legali）による公告を規定した私
法典実施規定第100条第3項を廃止し，同条の改正を行なっている (8条。 3項廃止の関連で第100
条第1項の最後の部分も修正されている〉。 これは公報書による公告との重複を回避するための修
正である。 また労働省の配慮で、協同組合に関する文書が公告される公報書は，今まで株式会社及び
有限会社の政府公報紙の特別部分として形式的には形成されていたが， 新法は第9条で新しい規制
を当該公報紙に適用することを排除し， そのために同時に労働大臣に命令をもって当該公報紙にお
ける文書の公告の様式を決定する任務を委託することにより， 当該公報紙に独立の公報紙としての
特徴を与えているO
〔4〕1973年6月20日大臣命令（Deereto Ministeriale）一『株式会社及び有限会社の政府公報
紙』の州分冊の公告の様式
第 1条
1973年4月12日法律第256号第4条及び第7条の意味において， 株式会社及び有限会社の『政府
公報紙』における公告のために商業・産業・中小企業及び農業会議所に対して発送すべき文書は，
同文書が公文書保存所（cancelleria）に寄託され且つその登記簿に登記されているということを証
明する， その管轄区に会社の法定所在地がある裁判所（tribunale）の注解 (1’annotazione）を含
んでいなければならない。
多くの文書が同じ1つの書類に含まれている場合には， 前項で規定された注解が添付された，公
告すべき文書と同じくらいの書類の謄本が発送されなければならない。
法律及び本命令の規定と一致しないで、発送された文書は， 必要な訂正のために，権限ある商業会
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議所の配慮、で、関係会社に返却される。
法律第1条で規定された範囲に関して，株式が取引所に上場されている会社の文書の（産業・商
業・中小企業〉省への発送については何も変更されなし、。
第2条
『政府公報紙』の州分冊は毎月の第2及び第4土曜日に又は土曜日が公式に認められている祭日
である場合には前日に公告及び配布されなければならない。
文書の公告は最大の適宜性と共に実行されなければならず， ともかく，すべての州分冊には，そ
の公告の前30日までに到着した， まだ公告されていないあらゆる文書が掲載されなければならな
し、。
第3条
文書は，法律第3条で規定する範囲に従って区分及び分類された州分冊で公告される。上述した
第3条で規定された各3部分において， 文書は会社の法定所在地のアルファベットの順序に従って
配置される。各所在地の範囲内では文書は権限ある裁判所の公文書保存所にある会社登記簿（re-
gistro delle societa）における会社の登記番号の累進的な順序に従って配置されなければならなし、。
第4条
『政府公報紙』で公告すべきすべての文書は1971年7月19日法律第555号所定の確定税の支払い
が行われたことを証明する登記所によって交付された領収証又は郵便当座勘定による支払い受領証
の原本が添付されていなければならない。
支払いがなされていないか又は不十分である場合には商業会議所は義務ある確定税の支払い又は
追加を要求する。
第5条
州分冊が区分されている各3部分は，株式会社と有限会社の聞の区分を維持しつつ， そこで公告
される文書を含む索引（unindice）を伴なう。
各州分冊は， その文書が分冊で公告される全会社の表示を含む総索引（un in dice generale）に
よって仕上げられる。株式会社と有限会社の区別は不変にとどまる。
上述の全索引において会社は会社の所在地のアルファベットの順序及び会社番号の累進的順序に
従ってリストに記載される。
印刷の必要により要求されるときには，州分冊は，会社が法定所在地を有する市町村（comuni)
のアルファベットの順序に従って区別された多くの巻（volumi）に区分されることができる。 この
場合には索引は最後の巻に添付される。
州分冊及び関係索引は判型に関しでも本命令に添付された様式に一致しなければならない。
第6条
前条所定の各索引は分冊が関連する州の標題， 同じ分冊の累進的番号及び公告の日付を伴なう。
分冊で公告されるあらゆる文書のため，同索引は，分冊の頁の言及に加えて， 次の表示を含まな
ければならない。
a）会社の法定所在地及び裁判所の公文書保存所にある会社登記簿における登記番号
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b ）省｜｜｜各しない及びもしあるならば~ttlll告した頭文字による会社の名称
c）文書の日付及び対象
d）裁判所の公文書保存所への寄託の日付
e）支払われた確定税の総額
第7条
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『政府公報紙』の州分冊の公告のために定められた日に， 前第5条所定の索引の 2つの謄木は国
家公報紙の公告のために産業・商業・中小企業省に送付されなければならない。
第8条
州分冊の謄本は無料で商業・産業・中小企業及び農業会議所，財務管理事務所（intendenzedi 
finanza），州参事会（giuntaregionale）並びに各州に所在地を有する民事及び刑事裁判所に対し
て発送されなければならない。
同じ分冊の抄本は無料で各当該会社に対し発送されなければならない。
州分冊の謄本は無料でその要求を行なう国家機関，内国法人及び外国法人に発送される。
州分冊の謄本は（産業・商業・中小企業〉省に発送されなければならない。
本命令はイタリア共和国官報で公告される。
〔注〕原文は Rivistadelle societa, 1973, p. 578 e 579によった。
〔5〕1975年3月31日共和国大統領命令（D.P.R.）第136号－取引所に上場された株式会社の簿
記監督及び貸借対照表の証明に関する 1974年6月7日法律第216号第2条a号所定の委託の実行。
第1条（簿記及び会社財産の評価の監督〉
取引所に上場された株式を有する会社では会社の簿記の規則正しい保有， 貸借対照表及び損益計
算書の会計書類の結果との一致及び会社財産の評価に関する私法典第2425条で定められた規定の遵
守の監督の職務は次の第8条所定の特別名簿に登録された監査会社（unasocieta di revisione）に
付与される。監査会社は同様に次の第4条の意味で貸借対照表及び損益計算書の証明の措置を講ず
る。私法典第2425条第1項第4号及び末項，第2426条及び第2427条所定の権限を含めて， 私法典に
従って，監査役会に属するその他の権限は不変にとどまる。
監査会社は会社の取締役から監査に有用な書類及びニュースを取得する権利を有し， また私法典
第2408条第2項に従った監査役会の権限の履行のために， 非難すべきであると考える事実を監査役
会に知らせて確認，検査及び監督を始めることができる。
監査会社により作成された証明報告書， 明示的意見及び確認は，監査会社の配慮で関連する会社
の所在地に保管されるべき適当な帳簿から明白にならなければならない。私法典第2421条末項の規
定は適用される。
監査会社には私法典第2407条第1項の規定が適用される。
第2条（監査会社の職務の授与又は解任〉
取引所に上場された株式を有する会社では監査会社に対する職務の授与は， そのような目的のた
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めに現在行なわれている職務の満了より少なくとも 3カ月前に招集されなければならない総会によ
って決議される。
総会が前項で表示された期間内に招集されないか又は決議が採択されなかったときには， 会社取
引所国家委員会は，職権で，職務の授与の措置を講ずる。
取引所の上場に対する株式の最初の承認の場合には取引は， 職務が授与されるか又は監査会社が
任務の行使に入るときまで，始まることができなし、。委員会が取引所の上場に対する株式の承認の
請求に添付して証明された貸借対照表の提出を要求した場合には， 簿記の監督は総会が職務の授与
の措置を講ずるときまで貸借対照表を証明した会社により引き続き遂行される。株式が1974年6月
7日法律第216号第1条下第3条d号により取引所への上場を職権で認められた場合には， 職務は
承認の措置の通知から3カ月以内に授与されなければならず， そして貸借対照表の証明は承認が命
じられた営業年度の次の営業年度から実行される。第2項の規定は適用される。
職務は3営業年度の存続期間を有し， 2回を越えない間更新されることができ， そして 5営業年
度の経過のあとでのみ再び同じ会社に授与されることができる。
総会又は委員会は，職務を授与するとき， 同委員会によって定められた一般的基準に従って監査
会社に属する報酬（ilcorrispettivo）を決定する。
職務の授与から15日以内に関係決議は， 会社の代表権を有する取締役及び4号を除く第3条第1
項で表示された兼任禁止のいかなる原因も存在しない監査会社の代表権を有する取締役又は社員の
申告書を添付して，委員会に承認のために送付されなければならなし、。委員会は，次の第3条所定
の兼任禁止の原因の 1つを確認する場合又は職務が託された会社が， 或いはその組織に関連して，
或いは既に引き受けた職務の数に関連して技術的にそれを引き受けることが適当でないと指摘する
場合には，決議を受け取ってから10日以内に，承認を拒否することができるO 総会決議は，委員会
が承認を拒否しなかった場合には，上述の期間の満了から効力を有する。
3年間の満了の前でも，総会は正当な理由が生ずるときには監査会社の職務を解任し， 同じ決議
をもって他の監査会社に職務を授与する措置を講ずることができる。委員会は，解任された会社の
意見を聞いて，当該決議を受け取ってから10日以内に決議の承認を拒否することができる。総会決
議は，委員会が承認を拒否しなかった場合には， 上述の期間の満了から効力を有する。監督業務は
総会決議が有効になるときまで解任された会社により引き続き行使をされるO 委員会が新しい職務
の授与に限って決議の承認を拒否した場合には， 関係措置は次の第9項の意味で及び効果のため通
知されなければならなし、。
私法典第2409条は監査会社の義務の履行における重大な違背の根拠ある疑いの場合にも適用され
る。
委員会は第3条で表示された兼任禁止の原因のなんらかの存在を指摘するときには職権で職務の
解任を命ずる。解任措置は監査会社に通知され，また通知を受け取ってから15日以内に他の監査会
社に職務を授与する決議を行なうべき旨の勧告とともに直接に会社に通知される。総会が招集され
ないか又は決議が採択されなかった場合には委員会が措置を講ず、る。監督業務は職務授与の総会決
議が有効になるときまで又は委員会の職権による措置まで解任された会社によって引き続き行使さ
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れる。
委員会が承認を拒否しなかった場合には， 本条第6項，第7項及び第9項で規定された期間の満
了から15日以内に，取締役は，企業登記簿への登記のために， 職務の授与又は解任の決議の寄託の
措置を講じなければならなず， 且つ登記の日から30日以内に株式会社及び有限会社の政府公報紙に
おけるその公告を請求しなければならない。
第2項及び第9項所定の委員会の措置は， 会社に対するその通知の日から15日以内に，企業登記
簿への登記のため取締役の配慮で、寄託されなければならなし、。取締役は同様に登記から30日以内に
株式会社及び有限会社の政府公報紙におけるその公告を請求しなければならない。
第3条（兼任禁止 lncompatibilita) 
職務は契約関係又は参加から生ずる兼任禁止の状態にある又はその社員， 取締役，監査役若しく
は支配人が次に掲げる者である監査会社には授与されることができない。
1)職務を授与する会社又はその会社を支配する他の会社若しくは法人の取締役，監査役又は支
配人の 4親等内血族又は姻族である者
2）職務を授与する会社又はその会社を支配するその他の会社若しくは法人に独立労働又は従属
労働の関係によって拘束されている者又は職務の授与より 3年前以内にそうであった者
3）職務を授与する会社又はその会社を支配するその他の会社若しくは法人の取締役又は監査役
である者又は職務の授与より 3年前以内にそうであった者
4）ともかく，会社に対する独立性を危険にさらすその他の状態にある者
第2条に従って職務が授与されている監査会社の社員，取締役，監査役又は従業員は職務を授与
した会社の取締役又は監査役の業務を行使することができず， 職務の満了若しくは解任から又は監
査会社の社員，取締役，監査役又は従業員であることを中止した瞬間から少なくとも 3年聞が経過
しない場合には，同会社のために独立又は従属労働を提供することもできない。
私法典第2372条第4項所定の禁止は職務が授与されている監査会社及び同会社の社員，取締役，
監査役並びに従業員にも適用される。
第4条（貸借対照表の証明（certificazione) ) 
取引所に上場された株式を有する会社の貸借対照表及び損益計算書は， 取締役報告書及び私法典
第2424条第4項所定の附属明細書とともに， それを審議しなければならない総会のために決定され
た会日より少なくとも45日前に監査会社に送付されなければならない。
監査会社は， 貸借対照表及び損益計算書が会計書類及び行なわれた確認の結果と符合しており且
つ貸借対照表及ひ、損益計算書の作成及び内容に関する規範と一致する場合及び経営行為が， 正規の
簿記原則に従って， 上述の書類に正確に描かれている場合には，次の第8条第2項第2号所定の要
件を有する代表権を持つ取締役又は社員の 1人により署名された， 適当な報告書をもってその証明
を交付する。実施した監督の説明，それを実施した人及びそれを指揮した人の表示，並びに監査会
社が受け取った報酬は，第1条第3項で規定された帳簿から明白にならなければならない。
監査会社が証明を交付しないと考える場合には， 分析的に報告書でその理由を説明し，ただちに
会社取引所国家委員会にそれを通知しなければならない。
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第5条（貸借対照表の寄託と公告〉
取引所に上場された株式を有する会社の貸借対照表は， 総会の15日前から貸借対照表が承認され
るまで， 私法典第2424条第4項所定の附属明細書及び取締役報告書，監査役報告書並びに監査会社
の報告書とともに，会社の所在地に謄本で、寄託されたままでなければならなし、。社員はそれを閲覧
することができる。
監査役会は，監査会社の報告書を考慮して， 私法典第2432条所定の報告書に含まれたものに加え
てもしあるならばその意見及び提案を公式化し， 直接に総会でそれを報告することができる。
監査会社の報告書は私法典第2435条に従って貸借対照表に添付して寄託される。
第6条（貸借対照表の証明の効果〉
私法典第2377条第2項及び第2379条を廃止して， 監査会社により証明された貸借対照表を承認す
る総会決議は，貸借対照表の内容及び、関係評価に関する限りは， 会社資本の少なくとも20分の l,
又は会社資本が 20億リラを超える場合には名目価額で1億リラを代表する社員により取消されるこ
とヵ：で、きる。
取消は，企業登記簿への決議の登記から6カ月の期間内に， 会社取引所国家委員会によっても提
案されることができる。
本命令に従って簿記監督に服する会社は第4条第2項所定の貸借対照表の証明報告書又は第4条
第3項所定の報告書の謄本も所得申告書に添付しなければならなし、。添付が省略された場合には
1973年9月29日共和国大統領命令第600号第39条第2項の規定が適用される。
第7条（資本増加及び合併の提案〉
取引所に上場された株式を有する会社においては私法典第2441条第6項所定の新株引受権の排除
又は制限をともなう会社資本の増加の提案及び合併の提案は， 適当な報告書をもって取締役により
解説され， 且つそれを審議しなければならない総会のために決定された会日より少なくとも45目前
に委託された監査会社に通知されなければならない。
提案を受け取ってから 30日以内に監査会社は株式発行価格の妥当性又は株式の交換比率の妥当性
についての意見を書面で表現し，前第4条第2項に従ってそれに署名する。
監査会社は合併に参加する会社から有用と考えられるすべての情報及び書類を取得する権利を有
する。
現物出資による資本増加の場合には私法典第2440条により監査役に付与された任務は監査会社に
よって遂行される。
取締役報告書及び監査会社の意見は総会の 15日前から総会が決議するまで会社の所在地に寄託さ
れたままでなければならなし、。社員はそれを閲覧することができる。上述の書類は企業登記簿にお
ける関係決議の登記のために要求された他の書類に添付されなければならない。
第8条（監査会社の特別名簿（albospeciale) ) 
会社取引所国家委員会は，本命令第1条及び第7条で表示された業務の行使資格を与えられた監
査会社の特別名簿の保有の措置を講ずる。
特別名簿には1939年11月23日法律第1966号及び1940年4月22日勅令（regiodecreto）第531号の
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意味で許可され，次の要件に添う，会社が登録されることでがきる。
1）会社（societa）のあらゆる類型に関して，会社の目的は， し、かなる他の活動も排除して，営
業の簿記上の編成及び監査に制限をされる。
2）会社のあらゆる類型に関して，取締役の過半数は， a）少なくとも 5年間監査活動を実行し
たか又は次の第13条所定の試験で適性資格を取得し， 各職業名簿又は公認会計士名簿に登録されて
いる商業博士又は会計士， b) 1937年4月3日法律第517号に転換された 1936年7月24日緊急勅令
第1548号第12条第2項に表示された業務を少なくとも 5年行使し， 且つ次の第13条所定の試験で、適
性資格を取得した2流の副教育機関の卒業証明書をくだらない学位を与えられた人によって構成さ
れなければならない。
3）単純組合 (lesocieta semplice）については， 私法典第2296条で規定された公告の様式が遵
守されなければならない。
4）無限責任社員を有する会社については， a）無限責任社員の過半数が各職業名簿又は公認会
計士名簿に登録された商業博士又は会計士によって構成されなければならない。 b）無限責任社員
は委員会によって適切と考えられた適当な財産をもって又は金融上の若しくは保険の保証により会
社債務につき責任を負うことができるという証明が備えられなければならない。
5）有限会社文は株式会社については， 会社資本は5億リラをくだることがで、きず、且つ社員はた
だ a）公法上の中，長期金融機関， b）国家利益銀行， c）株式会社の形態で設立されていても，
全国土で中・長期の信用を普通実行する機関のみでありうる。
外国で設立され， イタリアで恒常的組織を通して活動し且つ 1939年11月23日法律第1966号及び
1940年4月22日勅令第531号の意味で許可された会社は， 株式会社， 有限会社又は対応せる類型の
会社を除き，次の要件で特別名簿に登録される。
a）少なくとも10年間，簿記上の編成及び監査の活動を実行したという証明を備えること。但し
ヨーロッパ経済共同体の構成国の 1つの法律に従って設立され且つ 1971年 1月28日法律第220号に
より批准された協定の意味で承認された会社に関係しないものを除く。
b）簿記上の編成及び監査の活動を実行する国家の領土内の恒常的組織が，他のし、かなる活動も
実行しないこと。
c）第2項第2号及び第4号の要件が遵守されていること。イタリアの職業名簿又は公認会計士
名簿に登録されている商業博士又は会計士による外に 取締役及び無限責任社員の過半数は対応せ
る外国の資格を有し， 対応せる外国の名簿に登録され又は価値の等しい職業上の資格を与えられて
いる職業人によっても構成されうる。資格，名簿への登録，職業上の資格及び研究学位の同値又は
対応は委員会により評価される。
特別名簿に登録された外国会社は， 同会社に適用される法律が貸借対照表の作成を規定していな
いときにも， 簿記上の編成及び監査の活動を国家の領土内で実行する恒常的組織に関する毎年の貸
借対照表を委員会に送付しなければならない。
株式会社の形態の下に設立された監査会社の株式は記名式でなければならず， 且つ裏書により移
転されることができない。
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株式又は持分の移転と，どのような形態で設立されていようと， 監査会社の取締役及び支配人の
交替は10日の期間内に委員会に通知されなければならなし、。違反すると特別名簿から会社が抹消さ
れる。
国家公務員，公法人職員，公証人及び証券取引員は特別名簿に登録された監査会社の社員又は取
締役であることができない。
特別名簿に登録された監査会社の社員，取締役又は従業員であって， 商学博士，会計士及び適当
な名簿又は目録への登録が必要であるその他の知的職業に従事する者は， 監査会社との関係が持続
する限りいかなる職業活動も又は助言も実行することができない。
前項所定の禁止は本命令施行から 5年が経過すると効力を有する。
第9条（特別名簿における登録 (iscrizione)) 
特別名簿への監査会社の登録は，本命令で規定された要件の存在をあらかじめ確認し， 且つ会社
の独立性，組織及び、技術的適性の評価に基づ、いて会社取引所国家委員会により命令される。
特別名簿への登録のニュースは委員会の配慮で且つ利害関係ある会社の費用で， 株式会社及び有
限会社の政府公報紙（国家公報紙〉において知らせられなければならない。
登録を拒否する委員会の措置は根拠を明らかにし， 会社に通知され且つ産業，商業，中小企業省
に通知されなければならない。
特別名簿の登録費用は，委員会により決定される価格表に従って，申請会社の負担である O
第10条（名簿の保有〉
会社取引所国家委員会はその独立性，技術的適性及び簿記監査を実行する方法を監督するために
名簿に登録された監査会社の活動を監視する。
監視の実施のとき委員会は次の事項を行なうことができる。
a）関係期間を決定して，資料及びニュースの， その上定期的な，通知並びに証書及び書類の送
付を要求すること
b）監査を実施し且つ取締役，監査役及び支配人からニュース及び説明を受けること
c）あらかじめ商学博士全国評議会（Consiglionazionale <lei dottori commercialisti）及び会
計士全国評議会（Consiglionazionale <lei ragionieri）の意見を求めて， 会社の簿記の監督及び貸
借対照表の証明に関する原則及び規準の採用を勧告すること。上述の原則及び規準は同委員会によ
って決定された形式及び様式で公告される。
第11条（特別名簿からの抹消（cancellazione) ) 
会社取引所国家委員会は次の場合には，監査会社の意見を聞いて， 特別名簿からの同会社の抹消
を命令しなければならない。
a) 1939年11月23日法律第1966号第2条所定の許可が取消されたとき
b）本命令で規定された要件の 1つがなくなったことを確認し且つ関係会社が委員会により決定
された6カ月を越えない期間にそれを復興する措置を講じなかったとき。
委員会は，とりわけ簿記の監督及び貸借対照表の証明の業務が果たされた方法に関して， 特別の
重要性を有する違反が，同会社の責任で，確認されたときには，監査会社の意見を聞いて， 名簿か
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らの抹消を命令することができる。
特別名簿からの抹消の措置には第9条第3項の規定が適用される。
産業・商業・中小企業省は監査会社の経営において遭遇した違背及び、採択された措置を委員会に
知らせなければならない。
第12条（民事責任〉
証明報告書に署名した者及び簿記の監督の業務を実行した従業員は， 監査会社と連帯して，監査
に服した会社及び第3者に対して自己の不履行又は違反行為から実現された損害につき責任を負
う。
第13条（適性資格試験（Esamidi idoneita) ) 
前第8条第2項で規定された試験は筆記試験及び口答試問からなる。
筆記試験は次の科目に関係する。
a）会計監査〈会計原則及び監査原則〉
b）一般会計学（contabilitagenerale) 
c）商法及び企業税法
口答試聞は，筆記試験の科目に加えて，次の科目に関係するo
a）財務分析及び貸借対照表分析
b）原価計算（contabilitaanalitica <lei costi) 
c）情報システム及び経営内部監督
d）経営経済学（economiad’azienda) 
試験は毎年会社取引所国家委員会により告示される。試験の実施期間及び方式は委員会によりそ
の決議をもって決定される。
試験委員会は会社取引所国家委員会の構成員の 1人により主宰され， そして各自の全国評議会に
よって指名され大学の2名の教官， 2名の商業博士及び1名の会計士並びに会社取引所国家委員会
により選任された会計監査科目の 1名の専門家によって構成される。
第14条（貸借対照表の証明，報告書，通知又は申告書における虚偽〉
貸借対照表で虚偽を証明する又は監査に服した会社に関する報告書， その他の通知又は申告書に
おいて真実と一致しない事実を欺いて述べ若しくは， 全部又は1部，会社の経済状態に関する事実
を隠すか又は変える監査会社の取締役は， 1年乃至5年の禁鋼及び40万リラ乃至400万リラの罰金
に処せられる。
第15条（保存されたニュースの洩漏〉
監査に服した会社に関する，その活動により手に入れたニュースを， 自己又は他人の利益のため
に利用する監査会社の取締役及び従業員は， 6カ月乃至2年の禁銅及び40万リラ乃至400万リラの
罰金に処せられる。
正当な理liJがなければ， 監査に服した会社に関する，その活動により手に入れたニュースを通知
する監査会社の取締役及び従業員は，その行為により同会社に損害が生じる場合には， 1年以下の
禁鋼に処せられる。
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本条で規定された罪は利用された又は通知されたニュースに関係する会社の告訴に基づき処罰さ
れる。
第16条〈会社の貸付，保証及び違法な報酬〉
いかなる形式の下でも， 直接又は仲介者を通して，監査に服する会社又はその会社を支配する会
社若しくはその会社によって支配されている会社と貸付契約をする又はこのような会社の 1つから
自己の債務のため保証を提供してもらう監査会社の取締役及び従業員は， 1年乃至3年の禁鋼及び
8万リラ乃至80万リラの罰金に処せられる。
行為がより重大な犯罪を構成する場合を除き， 適法に決められた報酬の他に，金銭又はその他の
形態で報酬を， 監査に服する会社から直接又は間接的に自己のために受け取る監査会社の取締役及
び従業員は， 6カ月乃至3年の禁銅及び、8万リラ乃至40万リラの罰金に処せられる。同じ刑罰は義
務なき報酬を支払った監査に服する会社の取締役，従業員及び清算人に適用される。
第17条（加重情状－有罪判決の通知〉
第14条， 第15条及び第16条第2項により規定された行為から相当重大な損害が生ずるときには，
刑罰は2分の lまで加重される。
本命令により規定された権限の実施において又は権限のために犯された犯罪につき監査会社の取
締役及び従業員に下された刑事判決は， 判決を発した司法当局の公文書保存所の配慮で，たまたま
の措置のために，会社取引所国家委員会に通知される。
第四条（特別名簿の最初の作成〉
1974年6月7日法律第216号第1条下第 1条第6項所定の組織規則の共和国官報における公告か
ら6カ月以内に特別名簿への登録に関する請求を提出する， 1974年6月8日の日以前に， 1939年11
月23日法律第1966号及び1940年4月22日勅令第531号の意味で許可された会社は， 第8条第2項第
2号所定の要件が欠けていても， 第9条第1項に従って確認すべき本命令により要求されたその他
のあらゆる要件が不変である場合には，特別名簿に登録されることができる。
会社取引所国家委員会は前項で規定された期間の満了の後3カ月以内に特別名簿の最初の作成の
措置を講ずる。
第13条所定の試験の適格者の最初の名簿の公告から 1年以内に， 第1項所定の会社は第8条第2
項第2号の規定に従う措置を講じなければならない。違反すると名簿の登録の失権が生ずる。
第四条（暫定規定〉
株式が本命令の施行日に既に取引所に上場されている会社及び株式が上述の日以後及び第四条所
定の名簿の公告の前に取引所の上場を承認された会社は， 上述の公告の日から始まる次の期間内に
監査会社に職務を授与する措置を講じなければならない。
a）金融会社及び， 1974年12月31日の日に， 500億リラを越える会社資本を有する会社について
は 1年
b) 1974年12月31日の日に， 100億リラを越え及び500億リラ未満の会社資本を有する会社につい
ては2年
c）残りの会社については3年
〔資料〕イタリアの最近の会社法，証券取引法の改正 -127ー
d）その会社資本の額がどのようなものでも短期金融機関及び中・長期金融機関について 4年
第2条第2項は適用されるO
貸借対照表の証明義務は職務が授与された営業年数の次の第2回の営業年度から始まるO
〔コメント〕原文は Rivistadelle societa 1975, AnnoXX-Fasc. 3-4. p. 664-675; Codice 
civile con la costituzione e le principali leggi speciali, 1976, Giuffre, p. 799-808.によった。
1974年6月7日法律第216号第2条a号は『株式が取引所に上場されている会社に対して， 簿記
の規則正しい保有並びに貸借対照表及び損益計算書が会計書類の結果及び法律の規範に符合してい
ることについての監督職務を，会社取引所国家委員会によって所有され， 兼任禁止の規定と共に，
監査会社の技術的適性及びその独立性を保証しうる方法で規律された， 特別登記簿に登録された監
査会社（のなかから社員の総会によって選任された監査会社〉に， このような職務及び貸借対照表
の関係証明を帰属させることによって， 規律することを意図した規定並びに関係実施及び暫定規
範。証明の法律効果は規定されることができる。監査会社には同様に新株引受権の排除又は制限の
場合における株式の発行価格の適合性， 合併の場合における株式の交換比率の適合性及び現物出資
の評価の適合性について意見を述べる任務が帰属される。職務の不正な行使による監査会社の取締
役，経営者及び従業員に対する刑事制裁は規定される』と規定しているが， 同法により共和国政府
は，通常の法律の効力を有する命令によって， 1975年3月31日以内に上述の事項を公布するよう委
託されていた（拙訳「イタリア共和国1974年6月7日法律第216号〔試訳〕」 『富山大学日本海経
済研究所研究年報E』216頁参照。検査会社の訳を監査会社と改める。〉。本命令はこの委託を実
行したものである。
〔6〕1975年3月31日共和国大統領命令（D.P.R.）第137号一金融会社，信託会社，保険会社及
び短期金融機関の損益計算書原則に関する 1974年6月7日法律第216号第2条b号所定の委託の実
行。
第1条（損益計算書〉
他の会社に対する参加の引受，公証券又は私証券の売買，所有，管理又は配置（ilcollocamento) 
を定款の排他的又は主要な目的として有する又は排他的又は主要な活動として実行した取引所に上
場された株式を有する会社及びその証券が取引所に上場されている法人の損益計算書は， 総額で明
瞭に次の事項を表示しなければならない。
収益（の部）には
1)被支配会社に対する参加からの配当金
2）関係会社に対する参加からの配当金
3）他の参加からの配当金
4）定額利息付証券の利子及びその他の収入
5）その他の証券からの収入
6）被支配会社に対する債権の利子
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7）関係会社に対する債権の利子
8）銀行に対する債権の利子
9）その他の債権の利子
10）取引所に上場された株券の取ヲ｜から生ずる利益。被支配会社の株式，関係会社の株式及びそ
の他の株式に関する取引を区別し並びに現金取引， 定期取引及び繰延取引くリポルト〉を区別
するとともに， 前の2営業年度の貸借対照表に現われる株券の譲渡から生ずる利益を分けて表
示すること。
11）前号の様に区別して，取引所に上場されていない株券の取引から生ずる利益
12）第10号及び第11号の様に区別して，定額利息付証券の取引から生ずる利益
13）その他の証券の取ヲ｜から生ずる利益
14）外国通貨の取ヲ｜から生ずる利益
15）証券により表章されていない参加の譲渡から生ずる利益
16）参加及び証券とは異なる財物の譲渡から生ずる利益
17）証券取引の媒介による手数料
18）証券の配置及びもしあるならば関連保証による手数料
19）金融上の特徴を有するその他の労務（servizi）によるあらゆる種類の手数料，割引額及び報
酬
20）前各号で表示されたものとは異なる異常利得及び収入。分けられた目録で明瞭に表示するこ
と。
費用〈の部〉には
1)義務的債務に基づく利子及びその他の負担
2）社債の発行による差額の償却部分
3）銀行に対する債務の利子
4）被支配会社に対する債務の利子
5）関係会社に対する債務の利子
6）その他の債務の利子
7）取引所に上場された株券の取ヲ｜から生ずる損失。被支配会社の株式，関係会社の株式及びそ
の他の株式に関する取引を区別し並びに現金取引， 定期取引及び繰延取引（リボルト〉を区別
すること。
8）前号の様に区別して，取引所に上場されていない証券の取ヲ｜から生ずる損失。
9）第7号及び第8号の様に区別して，定額利息付証券の取ヲ｜から生ずる損失。
10）その他の証券の取51から生ずる損失。
11）外国通貨の取ヲ｜から生ずる損失。
12）債権の損失。被支配会社に関する債権，関係会社に関する債権及びその他の債権に区別する
こと。
13）証券に関する貸借対照表の評価から生ずる損失。株券，債券，類似の証券及びその他の証券
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に区別すること。
14）証券とは異なる財物に関する貸借対照表の評価から生ずる損失。
15）証券の価格下落の危険の補償基金に対する積立額
16）債権の価格下落の危険の補償基金に対する積立額
17）金融上の特徴を有する労務の給付に対する支出
18）割引額及びその他の金融上の負担
19）従属労働の給付及び関連寄付（relativicontributi）に対する支出
20）その他の労務の給付に対する支出
21）清算及び、保障の基金に対する積立額
22）前営業年度に関する税を分離表示して税 (leimposte) 
23）国庫負担及びその他の特殊負担のための積立額
24）財物の同種の種類に関する減価償却費
25）前各号に表示されたものと異なる支出及び費用並びに異常損失
収益及び費用の両項目の相殺は禁止される。
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会社又は法人が， 排他的ではないが主要な活動として第1項に表示された活動を実施する場合に
は，計算書は私法典第2425条ノ 2で規定されたその他の表示をも含まなければならない。
第2条（取締役報告書）
第1条所定の会社及び法人の貸借対照表は私法典第2429条ノ 2の意味で作成された取締役報告書
に添付されなければならなし、。報告書は，私法典第2429条ノ 2で定められた事項に加えて，次の事
項を含まなければならない。
a）実施された取引量の大きさ及び値段並びに前営業年度の貸借対照表に比較して生じた分量及
び価額の変化の，各々に関する，表示と共に，参加の分析的目録
b）政府発行証券又は政府保証証券， 特別中・長期期金融機関又は中・長期金融機関の証券，そ
の他の公法人の証券及び私的会社により発行された社債の，総名目価額による，表示。各々の種類
を償却期にある又はともかく 5年以内に償還される証券とその他の証券に更に分けること。株式転
換社債はa号所定の表示とともに分析的に目録に記載される。
c）上場証券に関する，帳簿価格と営業年度の終わり 3カ月の決済価格の比較明細書
d）上場されていない証券並びに被支配会社及び関係会社に対する参加を評価するときに採用さ
れた規準の表示
e）最も重要な参加， 特に株式取引所に上場されていない参加及び営業年度の途中で取得した参
加の経過に関するニュースO 第1条第1項の活動を実行する，イタリア又は外国の，被支配会社の
場合には本命令所定の表示を備えること。
f)より大きな利益を有する取ヲ！の特殊な表示とともに， 有価証券活動，金融活動及び通貨に関
する活動の詳細
g）営業年度の閉鎖のあとで満了となる営業年度の進行中に締結された証券及び外貨の取引に関
する貸借対照表に記載された取決めについての情報
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h）証券，債権及びその他の財物の価格下落に対する危険基金の利用に関する説明
第3条（保険会社の損益計算書〉
株式が株式取引所に上場されている保険会社（societa di assicurazione）に関する貸借対照表の
ひな型は，適用できる限り， 私法典第2425条ノ 2及び本命令第1条所定の規定を考慮、しつつ，損益
計算書に関する部分については， 1959年2月13日共和国大統領命令第449号をもって承認された私
的保険業法総括法（testounico delle leggi sull' esercizio delle assicurazioni private）第56条第
2項所定の形式で及び様式をもって定められなければならない。
最初の適用の場合には， 産業・商業・中小企業大臣は本命令の施行から6ヵ月以内にその権限の
実行の措置を講ずる。
第4条（保険会社に関する取締役報告書〉
株式が取引所に上場されている保険会社に関する取締役報告書は， 適用できる限り， 私法典第
2429条ノ 2及び前第2条で定められた事項に加えて， 保険活動が実行されている個々の部門及び蓄
資保険（capitallizzazione）取引並びに生命（保険〉，蓄資保険部門（数字上の準備金〉及び損害
（保険〉部門〈保険料及び災害準備金〉における技術的準備金の決定に関する特別の表示を含まな
ければならない。
第5条（短期金融機関及び中・長期金融機関の損益計算書〉
1974年6月7日法律第216号第1条下第3条a号で規定された条件が生じる短期金融機関及び中
・長期金融機関の貸借対照表の技術的形式は， 私法典第2425条ノ 2及び本命令第1条所定の規定を
考慮、して， 1936年3月12日緊急勅令第375号第32条に従って定められなければならない。
前項の規定に従う信用貯蓄閣僚委員会 (Comitato interministeriale per il credito e i1rispar-
mio）の決議及びイタリア銀行の関連指令は本命令の施行から 6カ月以内に採択されなければなら
ない。
第6条（短期金融機関及び中・長期金融機関に関する取締役報告書〉
前第5条所定の短期金融機関及び中・長期金融機関に関する取締役報告書は， 適用できる限り，
私法典第2429条ノ 2及び前の第2条で定められた事－項に加えて， 営業活動が実行されている個々の
部門，有価証券目録（portfogliodei titoli）の評価のために従われた基準及ひ、証券に関する繰延取
引（リポルト〉に関する特別の表示を含まなければならない。
第7条（最終規定〉
前条所定の規定は官報に本命令が公告された日に進行中の営業年度の次の最初の営業年度から適
用される。
〔注〕繰延取引（ilriporot）については大蔵省理財局証券第一課訳『外国証券関係法令集』
599頁参照。なお風間鶴寿『全訳イタリア民法典』 240頁はリポルトを『戻り付証券譲渡』と訳して
おられる。
〔コメント〕原文は Rivistadelle societa 1975. AnnoXX-Fasc. 3-4 p. 676-680 ; Codice 
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civile con la costituzione e le principali leggi speciali, 1976. Giu日時， p.808-811.によった。
本命令は1974年6月7日法律第216号第2条b号の委託を実行したものである。 b号の委託とは，
『排他的又は主要な活動として他の会社に対する参加の引受，公証券又は私証券の売買，所有，管
理若しくは配置（ilcollocamento）を遂行する又はその他の特別の活動を遂行する，本法第1条下
第3条a号所定の会社及び法人に関する損益計算書及び取締役報告書に関係する規定』を 1975年3
月31日までに公布することであった。本法第1条下第3条a号所定の会社及び法人とは， 『株式取
引所に上場された株式を有する会社及び、証券が株式取引所に上場されていて， 商的活動の行使を排
他的又は主要な目的とする法人』である。
〔7〕1975年3月31日共和国大統領命令（D.P.R.）第138号一会社取引所国家委員会の権限と有
価証券取引所（horsevalori）の組織及び運営並に証券の上場の承認並に現行立法により信用活動
及び国家参加領域において規定されている監督及び検査の形式に関する規定を調整することに向か
った規定に関する1974年6月7日法律第216号第2条c号及びd号所定の委託の実行
第1条（取引所地方機関（organilocali bi borsa）の権限の移転〉
本命令で取引所地方機関として指定された商業・産業・中小企業・農業会議所，取引所理事会，
証券取引員役員会及びその理事長に属する有価証券取引所の組織及び運営並びに証券の上場の承認
に関する権能及び権限の肩書は，会社取引所国家委員会に移転される，
委員会は，その権能の行使のときに，あらゆる場合に地方機関の意見を聞くことができる。
第2条， 第3条及び第4条で列挙された行為及び履行に関する地方機関の権限は不変にとどま
る。
委員会は，追求する目的と比較してより適当と考える基準に従って， 第1項所定の事項に関する
権能及び権限の行使を， 一般的に又は個々の取引所に関して地方機関に委託することができる。
委託の決議により委員会は， 委託された権能及び、権限の行使のための基準及び、指針を定め且つあ
らゆる場合に，地方機関の活動に対する自己の監督の様式について定めるO
委託はいつでも取り消すことができるO
地方機関は， 委託された権能及び権限の行使において採用された処置の謄本を委員会に即座に送
付する。
第2条（商業会議所（cameradi commercio）の権限〉
商業・産業・中小企業・農業会議所は次の事項の措置を講ずる。
1)取引所理事会との同意 (intesa）の1913年8月4日勅令第1068号第2条所定の履行
2）死亡した若しくは資格を喪失した又は名簿より抹消された取引員の帳簿の保存
3）証券取引員の代理人の特別委任状の保存
4）会社取引所国家委員会がその使用を規定する場合には取引所における立会参加の個人用許可
書（tessere personali di ingresso in borsa）の交付
5）管轄権を有する司法当局に対する 1913年3月20日法律第272号第8条末項所定の証明書の
要求
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6）委員会の規定に従って作成及び公告される値段相場表の原本 (listinioriginali <lei prezzi) 
の保存並びに認証ある関係抄本（estratti）及び証明書の交付
第3条（取引所理事会（duputazionidi borsa）の権限）
取引所理事会は次の事項の措置を講ずる。
1)取引所で締結された取引の結果として生じた争の当事者の一致した申請に基づ、く示談 Cami-
chevole componimento）。但し， 当事者の一致した申請に基づ、き，示談が1913年3月20日法律第
272号に従って証券取引員役員会にゆだねられる場合はその限りでなし、。
2）土地管轄権を有する裁判所に対する 1913年3月20日法律第272号第6条に従った支払不能
(insolvenze）の通告及び会社取引所国家委員会に対する示談が生じた支払不能を含む全支払不能
の通知
3) 1913年8月4日勅令第1068号第21条所定の立会参加者禁止名簿（albodegli esclusi dalla 
borsa）の保有及び同名簿の全ての取引所への通知
4）毎月の清算前の明白な又は正式に確認された支払不能の即座の清算に関する証券取引員役員
会に対する許可
第4条（証券取引員役員会（comitatodirettivo degli agenti di cambio）の権限〉
証券取引員役員会は次の事項の措置を講ずる。
1) 1932年6月30日緊急勅令第815号第5号第6条及び第7条所定の証券取引員の個人基金（fon
di individuali）及び共同基金（fondocomune）の管理
2）毎月の清算前の明白な又は正式に確認された支払不能の即座の清算
3) 1932年6月30日緊急勅令第815号第12条に従った取引所契約の強制清算 (liquidazionecoat-
tiva）処置に関する行為及び実行
4）整理公債（consolida ti）及び外国為替（cambi）の相場（quotazioni）の大蔵大臣及び会社
取引所国家委員会への毎日の通知
5）中止した証券取引員の帳簿の商業・産業・中小企業・農業会議所への寄託
なお1923年12月30日勅令第3278号第11条の意味の裁判所長への債務不履行の通告の事項に関する
役員会理事長（presidentedel comitato direttivo）の権限は不変にとどまるO
第5条（有価証券取引所の設立及び閉鎖）
会社取引所国家委員会は， 土地管轄権を有する商業・産業・中小企業・農業会議所及び証券取引
員協会全国評議会 (ilconsoglio nazionale degli ordini degli agenti di cambio）の意見を聞い
て，有価証券取引所（horsevalori）の設立を大蔵大臣に提案する。
有価証券取引所の設立は大蔵大臣の提案に基づき共和国大統領命令によって命令される。
同様の処置により及び取引所地方機関の意見を聞いて， 圏内有価証券市場の必要に関して有用性
がもはや認められない取引所の設立命令の廃止が命令される。
第6条（取引所特別規則（Regolamentispeciali di borsa) 
1913年3月20日法律第272号第67条所定の取引所特別規則は， 地方機関の意見を聞いて， 会社取
引所国家委員会により公布される。
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第7条（取引所の監視〉
会社取引所国家委員会は，有価証券取引所に対して監視を実施するときには，取引所理事会及び
証券取引所役員会の意見を聞いて， 個々の取引所における業務の規則正しい発展を保証するために
必要な処置を採用する。
必要及び緊急な場合には，前項所定の処置は， 委員会委員長又はその不在若しくは障害の場合に
はその代理をつとめる者によって採用されることができるO 処置は即座に執行でき，取引所理事会
及び証券取引員役員会の意見を聞いて， 5日の期間内に決議する委員会の承認に提出されなければ
ならない。その期間内に承認されなければ効力を失う。
経済政策の目的のために有価証券の圏内市場の諸事項において採用することを考える処置に対す
る大蔵大臣の権限は不変にとどまるO
第8条〈取引所の上場（quotazione）に対する証券（titoli）の承認〉
取引所の上場に対する自己の証券の承認を得ょうとする圏内及び外国の会社及び法人は， 会社取
引所国家委員会に対して権限ある会社機関により決議された正式の申請書を提出しなければならな
し、。
委員会は，一般的に又は個々の取引所に関して， 後者の場合には取引所理事会及び証券取引員役
員会の意見を聞いて， 申請された資本又は純資産の最小限，証券の公衆の問での分散の程度及びそ
の収益性を特に考慮して，承認のための要件を決議する。更に上場の承認のために，発行会社の少
なくとも最後の営業年度の貸借対照表は 1975年3月31日共和国大統領命令第136号第4条第2項に
従って証明される旨を定めることができる。外国法の会社及び法人について委員会は検査及び証明
の同等の形式を認めることができるO
委員会は，送付及び公告の様式を確定して， 一般的に，申請の提出の様式，公告の関係形式並び
に申請に添付され申請法人により供給されなければならず且つ取引所の取引の開始前に公告されな
ければならない書類及び教示的な要素を決定する。既に他の取引所に上場されている証券について
は， 委員会は簡単な請求に基づ、いて承認を認めるか又は縮少された書類の提出及び’情報を要求する
ことカミで、きる。
委員会は，法律の条件が充たされていること， 請求された要件の存在及び、第3項の意味で規定さ
れた履行の遵守を確認して， 根拠を明らかにした処置をもって権限ある取引所理事会及び証券取引
員役員会のあらかじめの意見を決議する。
前諸項所定の処置の採用のために委員会は1974年6月7日法律第216号第1条下第3条c号によ
って規定された権能を利用することができる。
委員会は，取引所理事会及び証券取引員役員会の意見を聞いて， 公衆の貯金の保護の必要がそれ
を要求するとき， 取引がめったにないことが継続する場合，発行会社のその後の2営業年度の貸借
対照表の 1975年3月31日共和国大統領命令第136号第4条第3項に従った証明の欠如の場合又はそ
の他の特別の重大性のある場合には承認の停止又は取消 (lasospensione o la revoca dell' ammi-
ssione）を命令する。取引所理事会及ひ、証券取引員役員会は時宜にかなって委員会にその様な状態
が発生していることを指摘する。
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法律上当然に上場を承認された証券に関する現行規定は不変にとどまるO
チM，県（provincie）及び市町村により発行される証券は，委員会の意、見を聞いて，県及び市町村
により発行される証券については同様に地方法人に対する監督権限ある地方機関の意見を聞いて，
内務大臣 (ilMinistro per l’interno）と一致して大蔵大臣の命令で上場を承認される。
外国の国家又は国際的法人 Centiinternazionali）により発行される証券は， 委員会の意見を聞
いて，外務大臣及び外国通商大臣(iMinistri per gli affari esteri e i:er il commercio con l' este-
ro）と一致して，大蔵大臣の提案で共和国大統領命令により上場を承認される。
第9条（証券取引に関する特別の処置）
1913年3月20日法律第272号第14条及び第16条によって規定された現金（取ヲ｜〉にのみ制限する
処置は，取引所理事会及び証券取引員役員会の意見を聞いて， 会社取引所国家委員会により採用さ
れる。
必要及び緊急な場合には第7条第2項は適用される。
1932年6月30日緊急勅令第815号第17条の意味の割引権（dirittodi sconto）の譲与及び1939年12
月4日法律第1913号第1条の意味の証券又は現金による証拠金（copertura）の強制的寄託の処置は
取引所に上場をされた証券に限って委員会により採用される。
第10条（取引所の業務の正規性及び財政状態の確認〉
取引所に上場された証券に関する仲介（intermediazione）及び取ヲ｜の業務の正規性及び財政状態
の方法の確認のために会社取引所国家委員会は， 1974年6月7日法律第216号第1条下第3条c号
によって規定された要求及び、検査の権能を同条c号及びg号で、表示された対象の照査（confronti)
において行使することができるO
短期金融機関，中長期金融機関及び、国家参加省（Ministerodelle partecipazioni statali）に従属
する公法人の照査における第1項所定の要求及び検査の権能は， イタリア銀行一短期金融機関監視
一及び、国家参加省に各々その通知を与える委員会によって行使される。同じくそれらの行政機関に
は，上述の行政機関の干渉を要求する違背に遭遇した場合に， その違背が各権限の処置のために通
知される。
第11条（取引所委員（commissari di borsa) ) 
会社取引所国家委員会は， 個々の取引所に取引所委員の名称を引き受ける自己の職員を任命す
るO
取引所委員は，有価証券取引所に対する政府の監視を委託された国庫検査官 (inspettoridel te-
soro）によって今まで実施された職務を行使する。更に 1974年6月7日法律第216号第1条下第1
条第6項所定の組織規則により委員会によって取引所委員に与えられる 1974年6月7日法律第216
号第1条下第3条g号及びh号及び本命令第1条所定の職務を行使する。
取引所委員は， その職務の結果知るようになるニュースについて職務上の秘密の遵守の義務を負
う。収集された要素及ひ、確認された事実は，犯罪を構成していても，適当と考える処置の採用のた
めの根拠を明らかにした提案を含む詳しく述べられた報告書により， 確認の断定から3日以内にも
つばら委員会に報告される。同期間内に前項所定の規則により取引所委員に与えられた権限の範囲
〔資料〕イタリアの最近の会社法，証券取引法の改正
内で採用された処置を報告する。
第12条（取引所理事会及び証券取引員役員会の設立及び解散〉
会社取引所国家委員会は，今まで商業・産業・中小企業・農業会議所により提案されていた取引
所理事会の理事（imembri titolari）及び副理事（imembri supplenti）を同会議所の意見を聞い
て提案するO
大蔵大臣は，委員会の提案に基づき又は委員会の意見を聞いて， 取引所理事会及び証券取引員役
員会の解散及び1913年3月20日法律第272号第7条の意味の委員（commissario）の任命を行わしめ
る。
第四条（証券取引員に関する処置〉
会社取引所国家委員会は，証券取引員又はその代理人の活動に非違又は職業上の兼任禁止を確認
する場合には，各権限の処置のために大蔵大臣及び協会評議会にその即座の通知を与えるO
委員会は， 取引所理事会及び証券取引員役員会の意見を聞いて， 1956年5月23日法律第515号第
1条及び第2条に従って， 各取引所のための証券取引員名簿（ruolodegli agenti di cambio）の数
の決定及び証券取引員の任命のための競争告知（bandodi concorso）の発表を大蔵大臣に申出る O
1925年3月7日勅令第222条第7条の意味の証券取引員の代理人の選任の承認及びその後の変更
は，取引所理事会及び証券取引員役員会の意見を聞いて，委員会により決議される。
証券取引員の保証金 (lacauzione）は，委員会の提案に基づき，大蔵大臣の命令により決定され
るO
1932年6月30日緊急勅令第815号第7条第2項に従った2つ又はそれ以上の取引所聞の共同基金
の統合の処置は，委員会の意見を聞いて，採用される。
第14条（仲立手数料表（tariffe di mediazione) 
会社取引所国家委員会は， 証券取引員協会全国評議会の意見を聞いて， 1974年6月7日法律第
216号第1条下第3条 f号の意味の仲立手数料表を決定する。
第15条〈委員会決議の執行（esecutivi ta) ) 
1974年6月7日法律第216号第1条下第3条d号， e号及びf号所定の事項の会社取引所国家委
員会の決議は，同委員会委員長の配慮で，大蔵大臣に送付される。大臣にはその採用から3日以内
に到達しなければならなし、。
執行のための大臣命令は決議を受け取ってから15日以内に発せられる。
同決議は執行のための大臣命令の共和国官報における公告の日の次の日から効力を有する。但し
後日の効力の発生が定められている場合はその限りでなし、。
第16条〈公告及ひ、通知〉
第15条で表示された事項に含まれていない事項については会社取引所国家委員会は， 1974年6月
7日法律第216号第1条下第1条第6項で規定された規則により， 決議の性質及び、対象に関連して
自己の決議の公告及び
第1条に従つて委託された活動については委員会は，委託の処置により， 委託された機関によっ
て遵守されなければならない公告及び通知の方式及び形式を決定する。
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第17条（不服申立（ricorsi)) 
第1条に従って採用された取引所地方機関の行為に対しては行為の公告， 通知又は完全な認識の
日から15日の期間内に会社取引場国家委員会に対して不服申立が認められる。
委員会は， 1974年6月7日法律第216号第1条下第1条第6項で、規定された規則をもって， 実行
及び行為を当事者の答弁及び反対尋問を保証するために必要な最小限に単純化し， 処置の様式と形
式を決定する。
第18条〈監督の形式と検査の形式の聞の調整〉
1974年6月7日法律第216号第1条下第3条で表示された対象の照査における監督及び検査の権
限の行使のときに，第10条第2項で規制された場合の外に， 会社取引所国家委員会は次の事項を行
なうことができるO
a）自己の職員を当該作業に参加させる資格を有するイタリア銀行一短期金融機関監視－及び国
家参加省にそれを通知して， 1936年3月12日緊急勅令第375号第5条及び第6条並びにその後の改
正所定の短期金融機関及び中・長期金融機関又は 1971年3月31日共和国大統領命令第282号第8条
第3項所定の国家参加者に従属する公法人に対して直接に検査を実施し， 1974年6月7日法律第
216号第1条下第3条c号で規定されたニュース及び説明を受けることができるO
b）委託に応じない資格を有するイタリア銀行一短期金融機関監視ー及び国家参加省に対して，
短期金融機関， 中・長期金融機関又は国家参加省に従属する公法人に対する検査を実施し且つa号
所定のニュース及び説明を受けるよう要求することができるO
c）あらゆる協力を与える義務があるイタリア銀行一短期金融機関監視ー及び国家参加省に対し
て， 上述の機関がその制度的活動の行使のときに占有する様になった資料及びニュースの通知並び
に文書及び書類の送付を要求することができるO 委員会に対して職務上の秘密は対抗できなし、。
d）イタリア銀行一短期金融機関監視－又は国家参加省に対して自己の権限の職務の行使におい
てともかく遭遇した上述の行政機関の干渉を要求するあらゆる違背（irregolari ta）を通知する。同
行政機関は，各権限の職務の行使のときに，委員会の干渉を要求する違背に遭遇する場合には， 委
員会に即座の通知を与える義務があるO
第四条（暫定規定〉
共和国官報における本命令の公告の日に有価証券取引所の政府の監視を委託されている現職の国
庫検査官は，会社取引所国家委員会が第11条に従った措置を講ずるまで， その職務を引き続き行使
する。
本命令の最初の適用の間， 1974年6月7日法律第216号第1条下第2条第1項所定の国家行政官
庁職員の選択においては，委員会の活動と両立しうる大蔵総局（Direzionegenerale de tesors) 
諸課の調査職に属する職員に優先権は与えられる。
第20条（施行〉
本命令の規定は会社取引所国家委員会を任命する大統領命令の共和国官報における公告の日から
90日が経過したときに実施される。
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〔コメント］原文は Rivistadelle societa, 1975, AnnoXX-Fasc. 3-4, p. 681-689 ; Codice 
civile con la costituzione e le principali leggi speciali, 1976, Giuffre, p. 812-818.によった。
本命令は 1974年6月7日法律第216号第2条c号及びd号の委託を実行したものである。 c号の委
託とは， 『今まで商業会議所及び取引所地方当局に属していた権限である， 分散の権能の肩書及び
相関的資格を委員会に移すことを規定し， 実施の関係規範を制定し，委員会の権限と有価証券取引
所の組織及び運営並びに証券の上場の承認に関する規範を調整することに向かった規定』を公布す
ることであり， d号の委託とは， 『貯蓄の擁護及び信用職務の行使に関する規定及び国家参加省の
権限に関する規定との重複及び抵触を特に回避する方法で， 本法第1条から生ずる条文の範囲で，
1974年4月8日緊急政令第95条によって規定された監督及び、検査の形式と現行立法のそれを調整す
ることに向かった規定』を公布することであったO
〔8〕1975年11月19日大臣命令一短期金融機関及び中・長期金融機関の損益計算書。
省略。同命令の原文は Rivista delle societa, 1975. AnnoXX-Fasc. 6, p. 1381-1387.に掲
載されているO
〔9〕1977年12月16日法律第904号一法人所得税規則の改正並びに配当及び資本増加の税制度の
改正，会社の最少資本の調整並びに国庫及び会社事項のその他の規範。
第1条乃至第10条省略〔税法の改正〕
第11条
会社資本の最少額は株式会社及び、株式合資会社については2億リラにまた有限会社については2
千万リラに高められる。
本法施行の日に第1項所定の最少額未満の資本を有する株式会社， 株式合資会社及び有限会社は
同日から3年以内に上述の額に資本を増加するか又は他の会社類型に組織変更されなければならな
い。期間は1977年8月26日以後に設立された会社については6カ月に短縮される。
前項の規定の不遵守の場合には会社は解散されまた取締役は 1カ月以内に清算に関する決議のた
め総会を招集しなければならなし、。招集のない場合又は総会が措置を講ずることなしに招集から2
カ月が経過するときには清算人は裁判所長の命令により職権で選任される。
第1項で定められた最少資本を達成するために必要な総額まで、本条のためにともかく 1回又は数
回にわたって実行される資本増加及び、会社の清算中の社員への配分行為は， 各税のために2万リラ
の程度で登記税，抵当権税及び固定資産税に服する。必要行為については公証人に支払われるべき
手数料は半分に縮少される。
私法典第2488条第1項は次のように改められる。
『監査役会（collegiosindacale）の選任は資本が1億リラを下らない場合又は設立証書で定めら
れている場合には義務的である。』
私法典第2397条第2項は次のように改められる。
『5億リラを下らない資本を有する株式会社は，正監査役（isindaci effettivi）が3名である場
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合には，正監査役のうち少なくとも 1名， そして正監査役が5名の場合には， 2人より少なくな
い正監査役を， 且つ何れの場合にも補充監査役 (isindici supplenti）の 1名は，公認会計士名簿
(ruolo dei revisori dei conti）に登録された者のなかから選任しなければならなし、。』
1955年5月3日法律第428号唯1条第1項及び第2項において， 設立及び会社資本の増加に関す
る5億リラの制限は20億リラに高められる。
前述の2つの項により定められた許可は資本増加が私法典第2446条所定の義務の履行により必要
になった場合には要求されない。
第12条及び第13条省略〔税法関係〕
第13条
本法は共和国官報における公告の日の次の日に施行される。
国家印を与えられた本法はイタリア共和国公式法令集に掲載される。国家の法律として本法を遵
守し，遵守させることは，すべての国民の義務であるO
〔コメント〕原文はRivistadelle societa, anno 23° gennaio-febbraio 1978 fascicolo 1°, p.126 
-130. によった。 改正前の私法典では株式会社，株式合資会社の最少資本額は100万リラ (2327 
条， 2464条〉，有限会社のそれは50万リラ（2474条1項〉であった。これらの金額は貨幣価値の下
落の結果噺笑的 (irrisore）額となったので最少資本額を高めるべしとの議論がかなり以前から主張
されていた。本法はこれらの議論を立法化したものである。株式会社及び有限会社の最少資本額の
上昇に対応して有限会社の監査役会の設置が強制される資本額は， 100万リラから1億リラに（2488
条 1項〉，株式会社における監査役に公認会計士を強制する資本額は， 5,000万リラから5億リラ
に高められた（2397条2項〉。 1955年5月3日法律第428条唯1条は， 5億リラの会社の設立及び
資本増加に関して大蔵大臣の許可を得ることを強制していたが，本法により上記の額は20億リラに
高められた。
